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Executive Summary

昨今、放送番組の多様性が低下していることを指摘する声がある。音等(2008)では、2007年3月の1週間、ゴールデンタイム(19:00から22:59)地上波テレビ放送(在京キー局)の番組をサンプルに番組の多様性について検証している。分析結果として、番組の種類やフォーマット(映像の背景・作り・音声など)・文化特性(登場人物の性別・年齢・国籍)に関して均質性が高いことを指摘している。

放送番組の多様性と日本の放送政策の関係については、「垂直的多様性」に関しては放送法において「番組調和原則」として規定されており、放送番組の多様性は政策的にも重要な位置を占めている。本稿では、昨今の地上波放送番組の多様性を評価し、政策的に有用な情報を与えることを目的とする。
本稿で明らかにしたことは以下の二点である。
①昨今の放送番組の多様性は、地上波全体でみると概ね低下していない。その一方で、複数民放局において局所的に多様性が低下している現状がある。その背景として、4局（日本テレビ、TBS、フジテレビ、テレビ朝日）の模倣行動があることを示した。
②NHK総合、テレビ東京が昨今の放送番組の多様性を保つ上で重要な存在である事を示した。また、複数の仮定の下でNHK総合が民放のチャンネルであると想定した場合にNHK総合のHHIが上昇しかつ番組制作費が上昇することを示した。
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1.　地上波放送局の現状

1.1.　テレビ広告費と視聴率の推移
放送番組の多様性の分析を行う前に、現在の地上波放送局の現状を簡単に整理する。本章の結論として、昨今の地上波放送局の市場環境の悪化、プライムタイムにおけるジャンル7の放送時間の上昇傾向を指摘する。

グラフ1.1は、各事業者系統の規模の推移を示したものである。地上系放送事業者が市場規模の半分以上を占めていることが指摘できる。また、湯浅等(2006)によると地上系放送事業者の売上げのうち、約半分は在京キー局が占めている。

グラフ1.1: 放送局の市場規模
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出所: 総務省「平成21年度版情報通信白書」
グラフ1.2で日本の広告費とテレビ広告費の推移を示す。日本の広告費はここ数年日本のGDPの1％を推移しており、広告費に占めるテレビ広告費の割合も近年減少傾向にある。昨今のGDP成長率の低さと他媒体の影響を考慮すると、地上波放送局の収入が今後大幅に増加することは予想し難い。

グラフ1.2: 日本の広告費とテレビ広告費
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出所: 電通｢日本の広告費｣

グラフ1.3はプライムタイムにおける視聴率の推移を示している。1993年以降、前年比較で視聴率が上昇した年が存在する一方で、全体の傾向として減少傾向が継続している。2008年と1993年を比較すると5％以上減少しており、1993年に比較して昨今ではテレビを視聴する世帯自体が減少していることが観察できる。

グラフ1.3: プライムタイム視聴率の推移（一週間世帯平均）
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出所: 日本民間放送連盟｢日本民間放送年鑑｣を基に筆者作成
1.2.　地上波6局の放送時間推移

本章の最後に地上波6局全体（日本テレビ、TBS、フジテレビ、テレビ朝日、テレビ東京、NHK総合）の放送時間割合を示す。グラフ1.4ではプライムタイムにおけるジャンル
別プライムタイム放送時間割合を示した。2000年代に入り、徐々にジャンル7の放送時間割合がプライムタイムにおいて増加していることが観察できる。
グラフ1.4: ジャンル別プライムタイム放送時間割合
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出所: 日本民間放送連盟｢日本民間放送年鑑｣を基に筆者作成
本章では、地上波放送局の収入の大幅な増加は今後見込めないこと、そして昨今のジャンル7の放送時間割合が上昇傾向にあることを指摘した。次章では本稿の問題意識と課題設定について述べる。
2.　本研究の問題設定

2.1.　放送番組の多様性の定義－垂直的多様性と水平的多様性－

　音等(2008)によると、放送番組の多様性の視点として「番組のタイプ・種類」「番組フォーマット」「番組内容」の三点が挙げられる。番組のタイプ・種類という視点は報道番組・教養番組・娯楽番組などのカテゴリーを示す。番組のフォーマットとは、映像の背景(例えば屋内の映像か屋外の映像かなど)や映像の構成(インタビュー映像・ドキュメント映像など)、映像の焦点(人物に焦点を当てているか、背景に焦点を当てているか)などである。最後の「番組内容」であるが、これは非常に包括的な概念であるため、音等(2008)では「文化的多様性」に限定して議論している。文化的多様性とは放送番組における登場人物の要因である「性別」「年齢」「国籍」などによる多様性である。
　そして、多様性を測る範囲として「垂直的多様性」と「水平的多様性」という2種類が考えられる。「水平的多様性」とはある一定時間においてアクセスできる放送番組内における多様性である。例としては、19時台に人々が視聴可能な放送番組が全体としてどのくらいの多様性を持っているのかという点をみることとなる。一方「垂直的多様性」とは全時間帯・全ラインナップを通じた番組内における多様性である。すなわち、ある特定の放送局が提供している番組ラインナップ内において多様性が存在するか否かということに着目する。

　音等(2008)では、2007年3月の1週間、ゴールデンタイム(19:00から22:59)地上波テレビ放送(在京キー局)の番組をサンプルにして番組の多様性について検証している。上述のサンプルから番組の要素として放送ジャンル、番組の情報(「登場人物」・「音声内容」・「文字情報」など)を取得し、各要素それぞれについて多様性が存在するか否かを垂直的・水平的の両観点から確かめている。分析の結果として、垂直的多様性については全般的に確認できず、番組の種類やフォーマット(映像の背景・作り・音声など)・文化特性(登場人物の性別・年齢・国籍)に関して均質性が高いことを指摘している。
2.2.　政策目標としての放送番組の多様性

　放送番組の多様性の各国における政策的な位置づけはどのようなものであろうか。浅井(2005)によると、米国において規制当局であるFCCは放送政策の目標として「多様性の確保」「ローカリズムの確保」「競争促進」の3つを掲げている。多様性が政策目標として掲げられているのは「多様かつ頑健な思想の自由市場が民主主義の基盤である」という考え方に基づいている。そして多様性確保の政策手段として、ネットワーク同士の合併禁止、放送局の所有数の制限などを行っている。また、米国ではかつてフィン・シンルールと呼ばれる放送市場における規制政策を導入しており、本規制評価の指標として多様性指標が用いられた。
日本においても、放送番組の多様性は放送政策において重要な位置を占めていると考えられる。まず「垂直的多様性」に関しては放送法において「番組調和原則」として規定されている。「番組調和原則」とは「教養番組又は教育番組並びに報道番組及び娯楽番組を設け、放送番組の相互の間の調和を保つようにしなければならない」という内容であり、放送局の番組編成に関して一定の規制を課すものである。一方、水平的多様性に関連するものとしては「マスメディア集中排除原則」が課されている。マスメディア集中排除原則では、放送局の複数局支配の禁止、およびテレビ・ラジオ・新聞の三事業の兼業禁止が規定されている。

2.3.　本研究の目的

本稿では、二点の分析を試みる。一点目が、NHK総合と民放キー局、テレビ東京を加えた6局の2000年以降のプライムタイムにおける全レギュラー放送番組の垂直的多様性の評価を行う。二点目に、現在の放送番組の編成状況を生み出している背景について分析を試みる。本稿の多様性の評価は音等(2008)とは異なりごく限られた視点からの多様性の評価とはなるが、番組多様性に関して通時的に検証している文献は筆者の知る限りではほとんどなく、本稿は今後の地上波放送の在り方を考えるにあたって重要な材料を提供するものと考えられる。
2.4.　多様性評価の指標

放送番組のジャンルの観点からの多様性指標として、ハーフィンダール・ハーシュマン指数(Herfindahl Hirschman index、以下HHI)がしばしば用いられる。HHIは以下のように定義される。
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　仮に番組ジャンルが2個あったとしよう。一つ目のケースとして、各ジャンルの放送時間比率が50%ずつのとき、HHIは
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として与えられる。一方、ジャンル1が80%、ジャンル2が20%のとき、HHIは
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として与えられる。番組ジャンルの集中がすすむほどHHIが上昇する。本稿においても、放送番組ジャンルの多様性指標としてHHIを採用し、HHIが低いほど放送番組の多様性が出ている状態であるとして垂直的多様性の評価を行う。

2.5.　使用データの解説
本稿で使用したデータはビデオ・リサーチ社の『テレビ視聴率 季報 関東地区』より作成した。具体的には、プライムタイム(19時台から22時台)の15分以上の番組の中で単発番組を除くものについて集計を行った。データの対象となっている放送局は日本テレビ、TBS、フジテレビ、テレビ朝日、テレビ東京、NHK総合の6局である。データ期間は2000年第一四半期から2009年第一四半期のデータである。ただし、2002年第一四半期についてはデータが取得出来なかったため、その期間を除くデータを対象に分析を行う。各番組には放送ジャンルが割り当てられており、表2.1の通りである。視聴率については、各放送番組の四半期単位の平均視聴率を用いている。

表2.1: ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号
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5 音楽 13 コメディ
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出所: ビデオ・リサーチ「テレビ視聴率季報関東地区」
3.　放送番組編成に関する記述統計分析
この章では、HHIを用いて2000年以降の放送番組編成の現状を把握することにより、放送番組の多様性の現状を評価する。本章の結論は、①昨今のジャンル7の放送時間割合の増加現象は日本テレビ単独によるジャンル7の放送時間増加を主な原因としており、②その一方で昨今の放送番組の多様性は全体として概ね低下していないが、③一部の複数民放局の中では多様性が局所的に低下している、という3点である。

最初にグラフ3.1を用いて各局のHHIの推移を示す。特徴を二点指摘する。一点目は、ここ数年日本テレビのHHIが急上昇していることである。二点目は、その他の局のHHIの推移は横ばいもしくは若干の微増傾向にあることである。

次にグラフ3.2を用いて各局の放送時間の割合を大まかに把握する。大きくジャンル7の放送時間割の大きさを基準に3局ごとに分割すると、ジャンル7の比較的多い日本テレビ、TBS、フジテレビという3局、そしてジャンル7が比較的少ないテレビ朝日、テレビ東京、NHK総合という3局に区分される。
グラフ3.1: 各局のHHIの推移
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出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成
グラフ3.2: 各局放送時間の特徴

a) 日本テレビ＋TBS＋フジテレビ
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b)テレビ朝日＋テレビ東京＋NHK総合
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出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区」を基に筆者作成

グラフ3.3で日本テレビの各ジャンル別の放送時間割合の推移を示す。放送時間割合の推移を見るとジャンル７の放送時間割合が急上昇している。以上により昨今の日本テレビのHHIの急上昇の原因はジャンル7の放送時間割合が急上昇したことであると指摘できる。

グラフ3.3: 日本テレビの放送時間割合の推移[image: image12.png]100%
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出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成

1章において、放送局全体のジャンル7のプライムタイムにおける放送時間割合が上昇傾向にあることを指摘したが、次にこの原因を分析する。グラフ3.4において、2000年のジャンル7の放送分数と2007、2008年のジャンル7の各放送局の放送分数の差を示した。日本テレビは2007年、2008年共に2000年に比較してジャンル7の全局の放送分数の増加に対して一番大きな影響をもたらしている。以上により、昨今のジャンル7のプライムタイムにおける昨今の放送時間割合の増加は日本テレビ単独による影響が大きかったことが指摘できる。

グラフ3.4: 2000年時のジャンル7の放送分数と各年のジャンル7の放送分数との差
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出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成
表3.5、グラフ3.6を用いて、局の組み合わせを変化させてHHIの推移について分析する。最初に放送局全体であるが、微増傾向にあるが、日本テレビのHHIと比較すると大きく上昇しているとは言えず、全体として概ね多様性が保たれていることが指摘できる。次に民放4局HHI（日本テレビ、TBS、フジテレビ、テレビ朝日）、民放3局HHI（TBS、フジテレビ、テレビ朝日）の推移について分析する。全体として概ねHHIはそれほど上昇していないことを確認したが、民放4局HHIについては比較的大きな上昇傾向を観察できる。ただし、日本テレビの影響があるため日本テレビを除く3局HHIの推移も観察したが,こちらも2003年以降上昇傾向にある。民放3局、民放4局いずれのケースについても2000年後半以降上昇傾向にあり、全局においては概ね多様性が保たれているものの、一部民放局の中において放送番組の多様性が低下している傾向が観察できる。
本章では、2000年以降の6局全体のレギュラー放送番組の垂直的多様性の現状について評価した。全体としては概ね多様性が保たれている兆候があるものの、民放複数局の中で局所的に多様性が低下している兆候が本章で示された。次章以降では、局所的に放送番組の多様性が低下する一方で、全体の放送番組の多様性が保たれている状況が発生している背景を考察する。

表3.5: HHIの推移

	
	2000
	2001
	2002
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007
	2008

	日本テレビ
	2211
	2224
	2393
	2682
	2908
	3021
	2844
	4345
	4524

	放送局全体
	1308
	1290
	1285
	1256
	1333
	1403
	1366
	1570
	1534

	日本テレビ以外5局
	1236
	1221
	1206
	1154
	1214
	1281
	1280
	1346
	1352

	民放4局
	1292
	1612
	1556
	1586
	1687
	1871
	1799
	2171
	2204

	民放3局
	1559
	1508
	1413
	1378
	1480
	1663
	1646
	1748
	1819


· 民放4局HHIはテレビ東京、NHK総合を除く指数。民放3局HHIは民放4局から日本テレビを除いた指数。

出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成
表3.6: 局の組み合わせを変化させた場合のHHIの推移
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出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成

4.　番組編成行動に関する計量経済分析

4.1.　分析のモチベーション　

　前章では、民放複数局内における垂直的多様性が低下していることを指摘した。本稿では、この現象の背景に民放複数局内における模倣行動があるという仮説を立てた。それを検証するために6局の番組編成行動に関する実証分析を行う。本章の分析のモチベーションとなっているのはKennedy(2002)である。Kennedy(2002) では1962年から1989年にかけての米国3大ネットワーク(ABC・CBS・NBC)の番組編成行動(特に新番組の導入)について実証分析を行った。具体的には、ある放送局の特定番組ジャンルにおける新番組の導入割合を、他局の新番組導入割合・他局の番組打ち切り割合などに回帰している。分析から、自局の番組導入に対して他局の番組導入がポジティブな影響、番組打ち切りがネガティブな影響を与えているという結果が得られた。すなわち、Imitationな番組編成行動を行っていることが示唆されている。
以上の分析を参考にしつつ、日本において地上波放送局がどのような番組編成行動を行っているのか、特に模倣行動の有無について実証分析を行うこととする。
4.2.　分析モデルおよびデータ

分析対象は番組および視聴率データを取得することができた民放5局(日本テレビ・TBS・フジテレビ・テレビ朝日・テレビ東京)およびNHK総合である。2000年第一四半期から2009年第一四半期(計37期)におけるプライムタイムの放送番組(15分以上のもの。単発番組を除く)に関して、ジャンル14個のパネルデータに集計を行った。(ただし、期間を通して全く放送が行われていなかったジャンル9と16については除外している。)
　各テレビ局は自局のt期のジャンルごとの放送時間比率について、t期以前の情報を参考にして決定すると考える。ここでいう情報とは各ジャンルの平均視聴率や他局の動向である。民放テレビ局にとって視聴率は広告収入に直に結びついてくるため、番組編成に当たっては最重視する変数であると考えられる。また、季節毎に特定番組ジャンルを重点的に放送するということが考えられる。例としては、プロ野球のシーズンである4月から10月にはスポーツ番組の放送比率が高くなると考えられる。これらの要因をコントロールしたうえで他局の放送時間比率に反応する場合、模倣行動・同調行動が発生していると考えられる。

　以上のような仮説から、分析モデルを以下のように定式化した。

[image: image15.wmf]bdummy

category

dummy

seasonal

rate

rate

allrate

hours

hours

hours

t

j

NHK

NHK

t

j

NTV

NTV

t

j

t

j

NHK

NHK

t

j

NTV

NTV

t

j

n

_

_

1

,

,

1

,

,

1

,

0

1

,

,

1

,

,

0

,

,

´

+

+

+

+

+

+

+

+

=

-

-

-

-

-

d

d

d

b

b

b

L

L


　ここで、各変数は以下のとおりである。
· 
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：ジャンルのインデックス。
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· 
[image: image20.wmf]t

：時期のインデックス。2000年第一四半期から2009年第一四半期。ただし、2002年第二四半期を除く。

· 
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ここで興味があるパラメタは
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である。これらは各テレビ局が他局の放送時間比率からどの程度影響を強く受けているかを示す。
以上の方程式を6放送局の番組放送時間比率をそれぞれ被説明変数として用いて推計を行った。すなわち、推計した方程式は計6本である。また放送分数比率については放送局によって一部ジャンルの放送時間がゼロであるというケースが存在する。したがって、推計に際してはトービットモデルを採用した。
4.3.　分析結果

　分析結果全体については補論2を参照されたい。ここでは、各放送局の回帰式における他局のジャンル別放送時間比率(一期前)の係数に着目して、模倣行動の有無等について検証する。まず民放キー4局についてはお互いを意識しあっている傾向が示唆される。 日本テレビはテレビ朝日を模倣しており(係数が0.159)、TBSについては日本テレビ(係数0.098)・フジテレビ(係数0.15)を模倣している。フジテレビは他局の影響を受けていないものの、テレビ朝日は日本テレビの模倣を行っている(係数0.08)と捉えられる。さらには、TBSとテレビ朝日はお互いに差別化し合っている(TBSの推計式においてテレビ朝日の係数が-0.29、テレビ朝日の推計式においてTBSの係数が-0.12)という点が指摘できる。

一方、テレビ東京についてはテレビ朝日に対して差別化を図っており、かつNHKの影響を受けている。しかしながら、自局の放送時間比率の係数が0.75と大きく、原則的には独自路線で番組編成を行っていると考えられる。そしてNHK総合はテレビ東京及び日本テレビの影響を受けているものの、係数の大きさは0.056、0.058と非常に小さく、影響は軽微なものであると考えられる。よって、これら2局は番組編成行動において民放キー4局とは異なったインセンティブで行動していると考えられる。
5.　番組多様性への影響分析
5.1.　分析の小括および本章の概要
以上3章および4章での分析結果をまとめると三点に集約される。一点目に、地上波放送全体としてみると、番組多様性の低下は顕著ではない。二点目に、民放キー4局は番組の集中が進んでいる傾向にあり、4章の計量分析の結果より民放キー4局は番組編成行動において似通った編成を行う傾向にある。三点目に、NHK総合、テレビ東京の2局が他局に比較して異なる行動をしている。特にこの2局については、他局に対する模倣の程度が低水準もしくは模倣していない点が重要な結果であった。この章では、NHK総合とテレビ東京が地上波放送局全体の多様性を保つ上でどの様な役割を果たしてきたかという点について考察する。
本章の結論として二点を挙げる。一点目は、地上波放送局全体の多様性を保つ上で、NHK総合とテレビ東京の役割が昨今特に重要になってきていることである。二点目として、幾つかの仮定の下、NHK総合が民間のチャンネルであることを想定した場合に、番組制作費が上昇し、かつHHI指数が上昇することである。この制作費の上昇とHHIの上昇を根拠にすれば、より少ない資源でより多様性を確保できるという観点からNHK総合は民間のチャンネルではない方が望ましいと指摘できる。
5.2. NHK総合とテレビ東京の意義
　3章で指摘したように、ジャンル7の放送時間が比較的多いのがフジテレビ、日本テレビ、TBSであった。この3局をベースラインの放送局として設定し、その状態から追加的にもう一つの局を加える状況下でHHIがどの程度減少するかを測ることにより、テレビ朝日、テレビ東京、NHK総合がベースラインの3局とは別のジャンルの番組をどの程度放送しているかをそれぞれ定量的に相対比較する。
グラフ5.1は、ジャンル7の放送時間が比較的多いフジテレビ、日本テレビ、TBS3局によるHHIを各年で計算し、さらにその3局にもう一つ放送局を加えた4局によるHHIを計算した結果をそれぞれグラフにしたものである。3局の状態からさらにもう一つ加える局は、テレビ朝日、テレビ東京、NHK総合である。表5.2は、3局HHIと4局HHIの差をそれぞれのケースごとに、2000年、2008年について計算したものである。

3局から追加的に1局を加えるという状況では、NHK総合がHHIを減少させる効果が最も大きく、その水準は2000年代を通して常にもっとも大きかった。この点から放送番組の多様性を確保する上ではNHK総合の役割は重要であったといえる。また、テレビ東京に関しては、2000年こそ3局HHIと4局HHIの差がテレビ朝日に対して劣るものの、2008年時点においてはテレビ朝日を超えており、昨今テレビ東京の多様性を保つ役割は重要になってきていると指摘できる。

グラフ5.1: 局の組み合わせを変化させた場合のHHIの推移
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出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成

表5.2: グラフ5.1における3局HHIと4局HHIの差の推移

	
	2000年
	2008年

	(3局HHI)－(3局+テレビ朝日HHI)
	368
	446

	(3局HHI)－(3局+テレビ東京HHI)
	245
	659

	(3局HHI)－(3局+NHK総合HHI)
	619
	857


出所: ビデオ・リサーチ｢テレビ視聴率季報関東地区｣を基に筆者作成

5.3. NHK総合の民放化分析
この節では、NHKが民放のチャンネルであることを想定した場合に、放送番組の制作費、HHIの指数がどの様に変化するか試算する。結果として、NHK総合の現状維持が望ましいかどうか分析を行う。以下より制作費とHHIの試算の手順を順番に説明する。

① 2000年から2008年までの期間、NHKが以下の四つの場合のジャンルごとの放送時間比率で各ジャンルの番組を放送していたと仮定する。

· 日本テレビの各ジャンルの放送時間割合

· テレビ朝日の各ジャンルの放送時間割合

· 民放各社の各ジャンルの平均放送時間割合

· NHK総合の現状の各ジャンルの放送時間割合

② NHK「平成20年度年度決算概要」にある放送番組ジャンル別の番組制作費構成率と編成比率の情報を基に
、番組制作費構成率を編成比率で割ることでジャンルごとの一時間あたり制作費を比較できる指数を作成する。
③ ビデオ・リサーチのジャンルをNHK「平成20年度決算概要」にある区分に対応させる。具体的にはいくつかの基準を設け、その基準を基にビデオ・リサーチのジャンル番号をNHKの各区分に対応させる
。
④ ①～③の手順の結果を整理したのが表5.3である。各NHKの区分に対して一時間あたりの制作費を示す指数が右の欄に書かれており、各NHKの区分に対応するビデオ・リサーチのジャンル番号の放送時間一時間あたりの制作費を各NHKの区分の制作費に等しいと仮定する。
例：ビデオ・リサーチのジャンル番号1,2はニュース・報道に対応するため、ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号1,2の番組の一時間あたりの放送番組制作費は1.51である。
以下同様にして、NHKの各区分に対応する各ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号の一時間あたりの制作費を各NHKの区分の一時間あたりの制作費であると仮定していく。
表5.3: NHK決算概要放送区分とビデオ・リサーチ放送ジャンル番号の対応表
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出所: NHK｢平成20年度決算概要｣を基に筆者作成

表5.3の仮定の下で、①の四つのケースでNHKの2000年～2008年の各ジャンルの放送時間を再計算する。その後、その放送時間の下で表5.3の情報を基に各四つのケースで放送番組の制作費を試算し、NHK現状ケースを基準にした各ケースの制作費の試算結果を表したのがグラフ5.4である。NHK現状の状態から民放いずれの放送時間割合に変化しても制作費は上昇する。

グラフ5.4: NHKが民放のチャンネルだった場合の制作費の推移
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出所: ビデオ・リサーチ「テレビ視聴率季報関東地区」、NHK「平成20年度決算概要｣を基に筆者作成
次に四つのケースでHHIを試算した結果がグラフ5.5である。NHK現状から民放いずれの放送時間割合においてもHHIは上昇する。以上により、NHK現状以外のケースにおいては、制作費が上昇しかつHHIが上昇するため、他の3つのケースと比較するとNHK総合が現状のままであるケースが望ましいと指摘できる。
5.5: NHKが民放のチャンネルだった場合の各HHIの推移
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出所: ビデオ・リサーチ「テレビ視聴率季報関東地区」、NHK｢平成20年度決算概要｣を基に筆者作成
６．結論と今後の課題
本章では本稿で明らかにした事項を二点挙げ、最後に課題を述べる。
本稿で明らかにした事項の一点目として、昨今の放送番組の多様性は、地上波全体で概ね低下していないということが挙げられる。その一方で、複数民放局において局所的に多様性が低下していると指摘できる。その背景として、4局（日本テレビ、TBS、フジテレビ、テレビ朝日）の模倣行動があることを示した。
二点目として、NHK総合、テレビ東京が昨今の放送番組の多様性を確保する上で重要な存在である事を示した。また、複数の仮定の下でNHK総合が民放のチャンネルであると想定した場合にNHK総合のHHIが上昇しかつ番組制作費が上昇することを示した。
　ここから得られるインプリケーションを述べる。上で放送番組の多様性を確保する上でテレビ東京とNHK総合が重要な役割を果たしているという点に触れた。これら2放送局が多様性に貢献している理由として、他の民放キー4局とは異なった行動原理の下で放送番組編成行動を行っており、放送局の放送形態が行動原理の違いを生み出す原因となっているという仮説が挙げられる。つまり、民放キー4局は日本全地域をカバーする広告放送であるのに対して、テレビ東京は東名阪を中心として一部の地域のみで放送を行っている。また、NHK総合は公共放送であり、広告放送とはビジネスモデルが大きく異なっている。以上の点が、民放キー4局と2放送局（テレビ東京、NHK総合）との行動原理の違いを生んでいるという仮説である。しかしながらこの点についてはあくまで仮説であり、下記の課題の箇所でも触れるが今後の研究における検証を期待したい。
最後に今回行った分析において今後取り組まれるべき課題を二点挙げる。

課題の一点目は、番組編成行動に関する計量分析の課題である。計量分析の課題は二点ある。一点目として、今回の分析では放送局がどのような番組編成行動を採っているか、すなわち他局を模倣しているのか差別化しているのかについては確かめることができたが、その原因・要因の分析については踏み込めていないという点である。また二点目として分析期間内において放送局の行動が変化したか否かについても識別できていないということも指摘できる。分析期間である2000年代は地上デジタル放送の導入や他の広告媒体(インターネット)の登場など放送局を取り巻く環境は大きく変化しており、そのような変化が番組編成行動に何らかの影響を与えているという可能性が考えられる。

課題の二点目は、NHK総合が民放の番組であることを想定した際の分析における課題である。各想定下における番組制作費を試算したが、NHKの放送番組区分をビデオ・リサーチの放送ジャンル番号に対応させる際の手順については恣意性が排除できないという観点から問題が残る。また、ジャンルごとの一時間あたりの制作費が毎年決まった値の付近を推移するかどうかという点についても検証の余地がある。
補論A：ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号をNHKの番組区分に対応させる際の手順について
補論１では、各NHKの番組区分に対してビデオ・リサーチの放送ジャンル番号をどの様に対応させるかを解説する。以下の手順でビデオ・リサーチの放送ジャンル番号を各NHKの放送番組区分に対応させた。
1、 「平成20年度NHK決算概要」p.5にある各NHKの放送番組区分の主な番組名の中に2008年に放送されているNHK総合の放送番組名が一部含まれているため、その放送番組に付いているビデオ・リサーチの放送ジャンル番号を付けていく（表A.1）。この時、NHKの2つ以上の放送番組区分に同じビデオ・リサーチの放送ジャンル番号が付かない場合は、その区分内にあるビデオ・リサーチの番号が、該当するNHKの放送区分に対応するとする。こうして対応させたのが、ジャンル番号1,2,5,7,11,15である。
例：NHKのニュース・報道の放送番組区分内には、ビデオ・リサーチのジャンル番号1,2の番組が含まれており、NHKの他の放送番組区分内には、放送ジャンル番号1,2が含まれていない。従って、ニュース・報道の放送番組区分に対応するのは放送ジャンル番号1,2である。
2、 1、の作業の中で、NHKの2つ以上の放送番組区分内にビデオ・リサーチの同じ放送ジャンル番号が付く放送番組が存在する場合がある。NHKの放送番組区分名で示すと情報・ドキュメンタリーと教養の区分である。NHKの両放送番組区分の中には、ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号3,4の放送番組が両方含まれていた。ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号3の放送ジャンル名は教育教養であるため、放送ジャンル名での共通点に着目しNHKの放送番組区分内では、教養が放送ジャンル番号3に対応しているとした。放送ジャンル番号4を情報・ドキュメンタリーに対応させた。以上で放送ジャンル番号3,4の対応を終了させた。
3、 ビデオ・リサーチの放送ジャンル番号8,14については、ビデオ・リサーチの放送ジャンル名とNHKの区分名の共通点に着目して、共通する単語が含まれている映画・アニメに区分した。
4、 ビデオ・リサーチのジャンル番号6,10,12,13については、2008年の他の民放局で放送されている、放送ジャンル番号6,10,12,13の番組情報を調査した。放送ジャンル番号6はバラエティ性が強いと判断し、放送ジャンル番号6はNHKのバラエティの区分に対応させた。放送ジャンル番号10、12、13については物語性がある番組であると判断し、NHKのドラマの区分に対応させた。
5、 最後に、放送ジャンル番号14については、ドラマに区分しなおした。この理由は、テレビ局の現場ではドラマ・映画は制作費が高いと認識されている情報をヒアリング結果によって入手しており、放送ジャンル番号14を映画・アニメに区分することは、制作費の状況が実態に合わないと判断し、放送ジャンル番号14をNHKのドラマに区分し直すこととした。
A.1：NHK5波のジャンル別番組制作費
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出所: NHK｢平成20年度決算概要｣
補論B：番組編成行動に関する計量分析の推計結果
· Stata Ver11.0のxttobitコマンドを用いて推計した。変量効果モデルを採用している。

· 1行目にある放送局名は被説明変数として採用した放送局を示す。例えば2列目の「日本テレビ」という列は、「日本テレビのジャンル別放送時間比率(現時点)」を被説明変数として採用して推計した結果である。

· [ ]内はz値である。

· +は10%有意、 *は5%有意、**は1%を示す。 
	　
	日本テレビ
	TBS
	フジテレビ
	テレビ朝日
	テレビ東京
	NHK総合

	日本テレビ
ジャンル別放送時間比率(一期前)
	0.723
	0.098
	0.050
	0.085
	-0.039
	0.056

	
	[14.76]**
	[1.67]+
	[0.95]
	[2.30]*
	[0.68]
	[1.94]+

	TBS
ジャンル別放送時間比率(一期前)
	-0.030
	0.362
	0.084
	-0.123
	-0.093
	-0.015

	
	[0.50]
	[5.26]**
	[1.34]
	[2.72]**
	[1.28]
	[0.43]

	フジテレビ
ジャンル別放送時間比率(一期前)
	-0.015
	0.150
	0.637
	0.014
	0.016
	-0.047

	
	[0.26]
	[2.31]*
	[11.07]**
	[0.34]
	[0.24]
	[1.44]

	テレビ朝日
ジャンル別放送時間比率(一期前)
	0.159
	-0.295
	0.022
	0.574
	-0.219
	0.005

	
	[1.91]+
	[3.11]**
	[0.26]
	[10.05]**
	[2.40]*
	[0.11]

	テレビ東京
ジャンル別放送時間比率(一期前)
	-0.059
	0.028
	-0.058
	0.005
	0.752
	0.058

	
	[1.20]
	[0.51]
	[0.87]
	[0.14]
	[14.88]**
	[2.20]*

	NHK総合
ジャンル別放送時間比率(一期前)
	0.039
	0.174
	-0.134
	-0.019
	0.270
	0.512

	
	[0.33]
	[1.42]
	[1.17]
	[0.28]
	[2.28]*
	[10.34]**

	放送局全体
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	-0.001
	-0.002
	-0.002
	0.001
	-0.003
	-0.001

	
	[0.62]
	[1.27]
	[1.79]+
	[0.89]
	[1.19]
	[0.85]

	日本テレビ
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	0.001
	0.000
	0.000
	0.000
	0.001
	-0.000

	
	[2.11]*
	[0.76]
	[0.93]
	[0.04]
	[1.16]
	[1.47]

	TBS
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	0.000
	0.000
	-0.000
	-0.000
	0.001
	0.000

	
	[0.25]
	[0.15]
	[0.38]
	[0.01]
	[2.04]*
	[0.17]

	フジテレビ
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	0.000
	0.001
	0.002
	0.000
	-0.000
	0.001

	
	[0.39]
	[1.26]
	[3.70]**
	[1.04]
	[0.00]
	[2.86]**

	テレビ朝日
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	-0.001
	-0.001
	-0.000
	0.000
	0.001
	-0.000

	
	[2.41]*
	[0.83]
	[0.32]
	[0.10]
	[0.69]
	[0.30]

	テレビ東京
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	0.000
	-0.000
	0.001
	-0.001
	0.006
	0.000

	
	[0.14]
	[0.47]
	[0.56]
	[1.81]+
	[5.01]**
	[0.71]

	NHK総合
ジャンル別平均視聴率(一期前)
	-0.001
	-0.000
	0.000
	0.001
	0.000
	0.000

	
	[0.96]
	[0.34]
	[0.26]
	[1.44]
	[0.12]
	[0.59]

	4月期×ジャンル1ダミー
	-0.183
	-0.151
	0.070
	0.122
	-0.150
	0.167

	
	[0.01]
	[0.01]
	[1.39]
	[3.74]**
	[0.02]
	[7.24]**

	4月期×ジャンル2ダミー
	-0.142
	-0.170
	-0.117
	-0.090
	-0.102
	0.019

	
	[0.02]
	[0.01]
	[0.01]
	[0.02]
	[0.01]
	[2.23]*

	4月期×ジャンル3ダミー
	0.004
	-0.015
	-0.107
	0.001
	0.061
	0.053

	
	[0.19]
	[0.57]
	[0.01]
	[0.05]
	[2.18]*
	[4.69]**

	4月期×ジャンル4ダミー
	-0.016
	0.045
	0.040
	0.056
	0.030
	-0.019

	
	[0.71]
	[1.96]+
	[1.61]
	[3.42]**
	[1.15]
	[1.75]+

	4月期×ジャンル5ダミー
	0.004
	0.027
	0.029
	0.027
	0.022
	-0.016

	
	[0.24]
	[1.31]
	[1.33]
	[1.79]+
	[0.86]
	[1.71]+

	4月期×ジャンル6ダミー
	-0.011
	0.139
	0.042
	0.049
	0.047
	-0.027

	
	[0.50]
	[5.15]**
	[1.54]
	[2.59]**
	[1.57]
	[2.12]*

	4月期×ジャンル7ダミー
	0.021
	0.131
	0.054
	0.115
	0.134
	-0.019

	
	[0.48]
	[2.52]*
	[1.06]
	[3.46]**
	[2.53]*
	[0.79]

	4月期×ジャンル8ダミー
	0.007
	-0.010
	0.007
	0.040
	0.043
	-0.041

	
	[0.37]
	[0.42]
	[0.30]
	[2.51]*
	[1.63]
	[3.75]**

	4月期×ジャンル10ダミー
	0.034
	0.079
	0.027
	0.029
	0.009
	-0.018

	
	[1.97]*
	[3.88]**
	[1.25]
	[1.92]+
	[0.32]
	[1.83]+

	4月期×ジャンル11ダミー
	-0.133
	0.029
	0.007
	0.026
	0.013
	-0.007

	
	[0.01]
	[1.50]
	[0.30]
	[1.77]+
	[0.49]
	[0.73]

	4月期×ジャンル12ダミー
	-0.017
	0.087
	0.011
	0.089
	0.053
	-0.055

	
	[0.77]
	[3.27]**
	[0.40]
	[4.93]**
	[1.75]+
	[4.01]**

	4月期×ジャンル13ダミー
	-0.020
	0.001
	0.040
	-0.103
	-0.102
	-0.119

	
	[1.09]
	[0.05]
	[1.89]+
	[0.02]
	[0.01]
	[0.04]

	4月期×ジャンル14ダミー
	0.015
	-0.175
	0.032
	0.049
	0.052
	-0.120

	
	[0.74]
	[0.01]
	[1.30]
	[2.85]**
	[1.84]+
	[0.04]

	4月期×ジャンル15ダミー
	0.194
	0.068
	0.101
	0.062
	0.009
	-0.012

	
	[13.31]**
	[3.83]**
	[5.12]**
	[4.48]**
	[0.36]
	[1.46]

	7月期×ジャンル1ダミー
	-0.177
	-0.152
	0.067
	0.146
	-0.149
	0.219

	
	[0.02]
	[0.01]
	[1.36]
	[4.64]**
	[0.02]
	[9.87]**

	7月期×ジャンル2ダミー
	-0.143
	-0.174
	-0.116
	-0.089
	-0.109
	-0.012

	
	[0.02]
	[0.02]
	[0.01]
	[0.02]
	[0.01]
	[1.47]

	7月期×ジャンル3ダミー
	0.003
	0.001
	-0.105
	0.012
	0.007
	0.042

	
	[0.14]
	[0.06]
	[0.01]
	[0.64]
	[0.25]
	[3.66]**

	7月期×ジャンル4ダミー
	-0.006
	0.045
	0.043
	0.049
	0.065
	-0.010

	
	[0.29]
	[2.01]*
	[1.76]+
	[3.06]**
	[2.54]*
	[0.95]

	7月期×ジャンル5ダミー
	0.014
	0.032
	0.027
	0.028
	0.024
	-0.019

	
	[0.84]
	[1.58]
	[1.26]
	[1.90]+
	[0.96]
	[2.11]*

	7月期×ジャンル6ダミー
	0.009
	0.144
	0.020
	0.050
	0.051
	-0.028

	
	[0.41]
	[5.70]**
	[0.79]
	[2.79]**
	[1.80]+
	[2.34]*

	7月期×ジャンル7ダミー
	0.108
	0.168
	0.124
	0.132
	0.133
	-0.041

	
	[2.74]**
	[3.59]**
	[2.70]**
	[4.35]**
	[2.77]**
	[1.87]+

	7月期×ジャンル8ダミー
	0.012
	-0.014
	0.010
	0.042
	0.045
	-0.048

	
	[0.63]
	[0.58]
	[0.43]
	[2.68]**
	[1.73]+
	[4.43]**

	7月期×ジャンル10ダミー
	-0.000
	0.067
	0.063
	0.047
	0.009
	-0.022

	
	[0.00]
	[3.27]**
	[2.92]**
	[3.10]**
	[0.30]
	[2.32]*

	7月期×ジャンル11ダミー
	-0.133
	0.033
	0.019
	0.029
	-0.009
	-0.001

	
	[0.02]
	[1.72]+
	[0.89]
	[2.01]*
	[0.33]
	[0.12]

	7月期×ジャンル12ダミー
	0.001
	0.082
	0.001
	0.087
	0.054
	-0.058

	
	[0.03]
	[3.11]**
	[0.04]
	[4.84]**
	[1.83]+
	[4.08]**

	7月期×ジャンル13ダミー
	0.008
	-0.009
	0.021
	-0.092
	-0.101
	-0.044

	
	[0.49]
	[0.42]
	[1.00]
	[0.02]
	[0.02]
	[4.36]**

	7月期×ジャンル14ダミー
	0.016
	0.012
	0.024
	0.046
	0.046
	-0.120

	
	[0.76]
	[0.46]
	[0.98]
	[2.70]**
	[1.61]
	[0.04]

	7月期×ジャンル15ダミー
	0.067
	0.018
	0.015
	-0.003
	0.024
	-0.012

	
	[3.66]**
	[0.80]
	[0.65]
	[0.16]
	[0.84]
	[1.15]

	10月期×ジャンル1ダミー
	-0.182
	-0.157
	0.070
	0.161
	-0.157
	0.187

	
	[0.02]
	[0.01]
	[1.29]
	[4.70]**
	[0.02]
	[7.70]**

	10月期×ジャンル2ダミー
	-0.141
	-0.168
	-0.117
	-0.090
	-0.099
	0.008

	
	[0.02]
	[0.01]
	[0.01]
	[0.02]
	[0.01]
	[0.93]

	10月期×ジャンル3ダミー
	0.012
	-0.016
	-0.106
	0.039
	0.061
	0.049

	
	[0.54]
	[0.62]
	[0.01]
	[2.23]*
	[2.20]*
	[4.43]**

	10月期×ジャンル4ダミー
	-0.015
	0.051
	0.054
	0.049
	0.036
	-0.013

	
	[0.73]
	[2.31]*
	[2.23]*
	[3.10]**
	[1.44]
	[1.25]

	10月期×ジャンル5ダミー
	0.021
	0.027
	0.023
	0.029
	0.018
	-0.015

	
	[1.23]
	[1.34]
	[1.10]
	[1.97]*
	[0.72]
	[1.59]

	10月期×ジャンル6ダミー
	0.034
	0.164
	0.018
	0.051
	0.040
	-0.030

	
	[1.62]
	[6.46]**
	[0.69]
	[2.90]**
	[1.40]
	[2.54]*

	10月期×ジャンル7ダミー
	0.262
	0.191
	0.161
	0.111
	0.144
	-0.029

	
	[6.46]**
	[3.99]**
	[3.44]**
	[3.61]**
	[2.92]**
	[1.29]

	10月期×ジャンル8ダミー
	0.015
	-0.027
	0.010
	0.038
	0.044
	-0.049

	
	[0.80]
	[1.05]
	[0.44]
	[2.43]*
	[1.70]+
	[4.55]**

	10月期×ジャンル10ダミー
	0.033
	0.088
	0.012
	0.014
	-0.145
	-0.018

	
	[1.85]+
	[4.13]**
	[0.53]
	[0.91]
	[0.02]
	[1.81]+

	10月期×ジャンル11ダミー
	-0.134
	0.028
	0.036
	0.023
	0.009
	-0.009

	
	[0.02]
	[1.46]
	[1.70]+
	[1.60]
	[0.35]
	[1.04]

	10月期×ジャンル12ダミー
	0.006
	0.118
	0.062
	0.097
	0.042
	-0.042

	
	[0.25]
	[4.58]**
	[2.41]*
	[5.51]**
	[1.43]
	[3.35]**

	10月期×ジャンル13ダミー
	-0.016
	-0.046
	0.020
	0.017
	-0.102
	-0.116

	
	[0.96]
	[1.99]*
	[1.00]
	[1.17]
	[0.01]
	[0.04]

	10月期×ジャンル14ダミー
	0.034
	-0.185
	0.039
	0.062
	0.044
	-0.119

	
	[1.67]+
	[0.02]
	[1.61]
	[3.74]**
	[1.59]
	[0.04]

	10月期×ジャンル15ダミー
	-0.184
	-0.051
	-0.100
	-0.026
	-0.004
	-0.015

	
	[9.28]**
	[2.16]*
	[3.43]**
	[1.52]
	[0.13]
	[1.51]

	1月期×ジャンル1ダミー
	-0.187
	-0.149
	0.073
	0.123
	-0.150
	0.185

	
	[0.02]
	[0.01]
	[1.38]
	[3.61]**
	[0.01]
	[7.65]**

	1月期×ジャンル2ダミー
	-0.141
	-0.170
	-0.117
	-0.090
	-0.101
	-0.000

	
	[0.02]
	[0.01]
	[0.01]
	[0.02]
	[0.01]
	[0.04]

	1月期×ジャンル3ダミー
	-0.002
	-0.002
	-0.105
	0.059
	0.011
	0.052

	
	[0.09]
	[0.08]
	[0.01]
	[3.22]**
	[0.39]
	[4.31]**

	1月期×ジャンル4ダミー
	-0.024
	0.053
	0.048
	0.061
	0.044
	-0.016

	
	[0.98]
	[2.34]*
	[1.97]*
	[3.79]**
	[1.74]+
	[1.54]

	1月期×ジャンル5ダミー
	0.014
	0.032
	0.020
	0.027
	0.015
	-0.018

	
	[0.78]
	[1.56]
	[0.93]
	[1.82]+
	[0.59]
	[1.85]+

	1月期×ジャンル6ダミー
	0.021
	0.162
	0.026
	0.057
	0.035
	-0.032

	
	[0.93]
	[6.06]**
	[0.99]
	[3.09]**
	[1.18]
	[2.55]*

	1月期×ジャンル7ダミー
	0.177
	0.135
	0.121
	0.095
	0.166
	-0.035

	
	[3.99]**
	[2.57]*
	[2.38]*
	[2.83]**
	[3.11]**
	[1.42]

	1月期×ジャンル8ダミー
	0.014
	-0.026
	0.010
	0.044
	0.045
	-0.048

	
	[0.74]
	[0.98]
	[0.44]
	[2.84]**
	[1.72]+
	[4.34]**

	1月期×ジャンル10ダミー
	0.003
	0.054
	0.043
	0.008
	-0.098
	-0.025

	
	[0.20]
	[2.58]**
	[1.98]*
	[0.52]
	[0.01]
	[2.63]**

	1月期×ジャンル11ダミー
	-0.135
	0.031
	0.001
	0.031
	0.011
	-0.002

	
	[0.01]
	[1.58]
	[0.04]
	[2.09]*
	[0.45]
	[0.23]

	1月期×ジャンル12ダミー
	0.017
	0.103
	0.039
	0.094
	0.071
	-0.034

	
	[0.74]
	[3.84]**
	[1.48]
	[5.19]**
	[2.38]*
	[2.63]**

	1月期×ジャンル13ダミー
	-0.035
	-0.002
	0.003
	0.012
	-0.101
	-0.114

	
	[1.74]+
	[0.11]
	[0.13]
	[0.80]
	[0.01]
	[0.04]

	1月期×ジャンル14ダミー
	0.014
	-0.007
	0.027
	0.051
	0.058
	-0.121

	
	[0.67]
	[0.24]
	[1.09]
	[2.96]**
	[2.02]*
	[0.04]

	定数項
	0.007
	0.000
	-0.017
	-0.032
	-0.045
	0.032

	
	[0.43]
	[0.02]
	[0.87]
	[2.34]*
	[1.69]+
	[3.76]**

	サンプル数
	476
	476
	476
	476
	476
	476
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� ジャンルについての詳細な説明は2章の中で行う。


� 「平成20年度決算概要」NHK, p.5を参照。


� ジャンル番号を対応させる際の手順については補論1を参照。
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